
京都市はぐくみ推進審議会条例 

 

（設置） 

第１条  子ども及び若者に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な

事項並びに当該施策の実施の状況に関する事項について、調査し、及び審議

するとともに、当該事項について市長に対し、意見を述べるための機関とし

て、並びに次に掲げる規定に規定する合議制の機関として、京都市はぐくみ

推進審議会（以下「はぐくみ審議会」という。）を置く。 

⑴ 児童福祉法第８条第３項 

⑵ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する 

法律第２５条 

⑶ 子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第７２条第１項 

（組織） 

第２条 はぐくみ審議会は、委員３０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

⑴  法第６条第２項に規定する保護者 

⑵  事業主を代表する者 

⑶  労働者を代表する者 

⑷  法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援（以下「子ども・子育て

支援」という。）に関する事業に従事する者 

⑸  子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

⑹  若者の支援に関する事業に従事する者 

⑺  若者の支援に関し学識経験のある者 

⑻  前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認めるもの 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 



（会長及び副会長） 

第４条 はぐくみ審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、はぐくみ審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 会長及び副会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

（特別委員） 

第５条 はぐくみ審議会に、特別の事項を調査し、又は審議させるため必要があ

るときは、特別委員を置くことができる。 

２ 第２条第２項の規定は、特別委員について準用する。 

３ 特別委員は、特別の事項に関する調査又は審議が終了したときは、解嘱され

るものとする。 

（招集及び議事） 

第６条 はぐくみ審議会は、会長が招集する。ただし、会長及びその職務を代理

する者が在任しないときのはぐくみ審議会は、市長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ はぐくみ審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

４ はぐくみ審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

５ 特別の事項について会議を開き、議決を行うときは、前２項の規定の適用に

ついては、当該事項に係る特別委員は、委員とみなす。 

（児童福祉分科会） 

第７条 はぐくみ審議会に、児童福祉に関する事項を調査し、及び審議させるた

め、児童福祉分科会を置く。 

２ 児童福祉分科会は、会長が指名する委員及び特別委員をもって組織する。 

３ はぐくみ審議会は、その定めるところにより、児童福祉分科会の決議をもっ



てはぐくみ審議会の決議とすることができる。 

（部会） 

第８条 はぐくみ審議会及び児童福祉分科会は、専門の事項を調査し、及び審議

させるため必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員及び特別委員をもって組織する。 

３ 部会は、他の部会と共同して会議を開くことができる。 

４ はぐくみ審議会は、その定めるところにより、部会又は複数の部会が共同し

て開いた会議の決議をもってはぐくみ審議会の決議とすることができる。 

（秘密を守る義務） 

第９条 委員（特別委員を含む。）は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も、同様とする。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、はぐくみ審議会に関し必要な事項は、

市長が定める。 

附則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

⑴  京都市青少年活動推進協議会条例 

⑵  京都市子ども・子育て会議条例 

（委員の任期の特例） 

３ この条例の施行の日から平成３２年３月３１日までの間に市長が委嘱した

委員の任期は、第３条第１項の規定にかかわらず、同日までとする。 

附則（令和５年３月３０日条例第４７号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 


